






























対象学年
給与・貸与

別

１年 給与

全学年 給与

１年 給与

１年  給与･貸与

１年 給与

１年 給与

１年 給与

給与

給与

全学年 給与

１年 給与

１年 給与

全学年 給与

全学年 給与

１年 給与

全学年 給与

１年 給与

１年 給与

全学年 給与

（五十音順）

  森下仁丹奨学会 30,000

  フジタ奨学会 年額 ５00,000
博士前期（修士）課程１年次
まちづくりやインフラ整備など建設業界を通じて社会貢
献をしたい方

博士前期（修士）課程１年次
応用化学（プラスティック製品）・機械工学・電気電子
工学・高分子工学等の工学及びデザイン関係

年度により所属研究科の指定あり（社会人入学者除
く）、満33歳以下

建設機械関連分野

  三菱UFJ信託奨学財団

  吉村財団 40,000 情報科学研究科

30,000

  服部国際奨学財団 100,000

  ﾌｼﾞｼｰﾙﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝｸﾞ教育振興財団 60,000

博士前期課程３5歳未満・博士後期課程４０歳未満
日本学生支援機構奨学金含め、他の奨学金の月額合計が
１０万円を超えていない者

  山田満育英会
20,000

（一年のみ）

  ユニ・チャーム共振財団 40,000
理系全般
博士前期課程

55,000

  レントオール奨学財団

博士前期課程１年次で25歳以下

博士後期課程１年次で28歳以下

  日本国際教育支援協会
  MHIみらい奨学金

120,000
化学、電気・電子、機械、土木・建築、原子力等の理工
系分野を専攻する女子学生

  日新電機グループ奨学金 40,000 電気系の学科を専攻する博士前期課程1年次

  中山報恩会
給与 30,000
貸与 20,000

  日本証券奨学財団 １年

自   宅40,000
自宅外50,000

自   宅45,000
自宅外55,000

団体名（奨学金名） 月額（年額等） 出願資格等

  日本国際教育支援協会
  MHPS みらい奨学金

120,000
将来理系のエンジニアとして火力発電システム・環境分
野に就労意欲のある女子学生

  同盟育成会　古野奨学金 50,000

  戸部眞紀財団
50,000

（一年のみ）

  富本奨学会 25,000

ジャーナリズム、マスコミ関係の研究をしている博士前
期課程１年次

化学・食品化学・芸術学・体育学・経営学分野を専攻す
る者

医・工・理学系の学生

  丸和育志会 年額 500,000
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太枠内に記入してください。※印の項目は該当する方を○で囲んでください。 （様式２）
注記　P.5-7 注意事項参照 　

令和5年4月1日現在

家族人数（本人を含めた人数）

続柄 氏　名 年齢

↑同一人で複数の所得がある場合は、所得の種類ごとに記入してください。

氏　名

学校名

以下については、控除を受けようとする場合は必要書類を提出してください。（Ｐ.７～９参照）

特
別
控
除
さ
れ
る
項
目

（大学記入欄）

※母子・父子世帯 該当あり　・　該当なし 万円

※障がい者がいる世帯 該当あり　・　該当なし 万円

万円

※長期療養者のいる世帯 該当あり　・　該当なし 万円

万円※火災・風水害又は盗難などの被害を受けた世帯 該当あり　・　該当なし

※主たる家計支持者が別居している世帯

そ
の
他
受
給
の
有
無

※遺族年金 有　・　無

※養育費 有　・　無　（有の場合　受給月額　　　　円、支払者続柄　　　）

※生活保護・児童扶養手当等 有　・　無

確　定
未　定

本
人

※　所属する学部・研究科 高等司法研究科・左記以外の研究科・学部 ※通学区分 自　宅　・　自宅外（下宿）

国公立
私立

小学校　・中学校　・高校
高　専　・専修（高等・専門）
大学

年
自　宅

自宅外（下宿）

該当あり　・　該当なし

国公立
私立

小学校　・中学校　・高校
高　専　・専修（高等・専門）
大学

年
自　宅

自宅外（下宿）
確　定
未　定

国公立
私立

小学校　・中学校　・高校
高　専　・専修（高等・専門）
大学

年
自　宅

自宅外（下宿）
確　定
未　定

※　学校種別
学　年
令和5年

4月1日現在
※通学別 ※確定・未定の別

国公立
私立

小学校　・中学校　・高校
高　専　・専修（高等・専門）
大学

年
自　宅

自宅外（下宿）
確　定
未　定

就
学
者
を
除
く
家
族

職業等
所得の種類

収入・売上金額
Ａ（税込）万円

母

※該当する場合のみ　生別・死別・無職　（事由の発生年月：　　　　年　　　月）

所得金額合計

就
学
者
（

本
人
を
除
く
）

続柄 年齢 ※設置者

控除額（給与所得者）
必要経費（事業所得者）

Ｂ　　万円

所得金額
Ａ－Ｂ（税込）万円

父

※該当する場合のみ　生別・死別・無職　（事由の発生年月：　　　　年　　　月）

受付番号

家　庭　状　況　調　書

申請者本人氏名 人






